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第９回 官民競争入札等監理委員会 

 入札監理小委員会 議 事 次 第  

 

                       日  時：平成 19 年 4 月 9 日（月） 14:20～ 15:50 

                       場  所：永田町合同庁舎１階 第１共用会議室 

 

１．開 会 

 

２．厚生労働省からの報告 

  （国自らが実施する求人開拓事業について） 

 

３．実施要項素案の審議 

  （情報処理技術者試験） 

 

４．その他 

 

５．閉 会 

 

＜ 出席者＞  

（ 委員）  

樫谷主査、斉藤委員長代理、小林副主査、逢見委員、吉野委員、秋池専門委員、佐藤

専門委員、廣松専門委員 

 

（ 厚生労働省）  

  水 野知親職業安定局首席職業指導官、藤浪竜哉首席職業指導官室課長補佐  

 

（ 経済産業省）  

  小 川要商務情報政策局情報処理振興課課長補佐  

 

（（独）情報処理推進機構）  

  樋 口 勉 参事、奈須野光祐戦略企画部次長、澁谷隆情報処理技術者センター

長、武喜久雄情報処理技術者センター企画グループ主幹  

 

（ 事務局）  

  中 藤 官 民競争入札等監理委員会事務局長、櫻井参事官、熊埜御堂参事官、

徳山企画官、  
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○樫谷主査  それでは、ただいまから第９回「入札監理小委員会」を行いたいと思います。 

  なお、専門委員として本日から新たにボストンコンサルティンググループ、ヴァイスプ

レジデントディレクターの秋池玲子さんに御参加いただいておりますので、よろしくお願

いいたします。 

  本日は、まず３月 23 日の委員会で厚生労働省から説明がありました、求人開拓事業で入

札不調のあった３地域の対応に関しまして、御報告をいただきたいと思います。 

  それでは、よろしくお願いいたします。 

○水野職業安定局首席職業指導官  厚生労働省職業安定局首席職業指導官の水野でござい

ます。どうぞよろしくお願いいたします。恐縮ですが、座って説明させていただきます。 

  お手元の方に資料をお配りしておりますけれども、求人開拓事業につきまして、落札者

が決定しなかった３地域における対応について御説明をさせていただきたいと思います。

これらの３地域につきましては、今後国自ら求人開拓事業を行うことになるわけでござい

ますけれども、お手元の資料１にございますように、求人開拓を行うためには、求人開拓

推進員の配置が不可欠でございますので、各地域にそれぞれ７名ずつ、計 21 名の求人開拓

推進員を新たに配置することにしております。 

  問題は、それに要する予算をどうするかということでございますけれども、お手元の資

料の２のところにございますように、当面は国が直接求人開拓事業を実施するために確保

しておりました予算がございますので、その予算を使って問題の３地域の求人開拓推進員

の分も手当していこうというふうに思っております。 

  その上で、既存の予算だけでは足りなくなることも当然考えられますので、そこのとこ

ろは今後の予算の執行状況をにらみながら、何とかやり繰りをしてまいりたいと考えてお

ります。 

  予算については、こうした形で手当することになったわけでございますけれども、それ

を受けて問題の３地域におきましては、お手元の資料の３にございますように、現在求人

開拓推進員の募集を行っておりまして、これが確保され次第求人開拓事業を開始すること

にしているところでございます。 

  以上でございます。 

○樫谷主査  ありがとうございます。それでは、御質問、御意見がある委員は、御自由に

御発言いただきたいと思います。時間は 14 時 40 分までということで、それをめどにお願

いしたいと思います。 

  いかがでしょうか。小林委員、どうぞ。 

○小林副主査  この対応についてではないんですけれども、不調に終わった原因の精査に

関してなんですが、旭川のところで伺ったところでは、要求水準を満たすためにはコスト

がかかるということが言われたと思うんですけれども、その辺についてもう少し詳しく教

えていただければと思います。 

○水野職業安定局首席職業指導官  旭川につきましては、入札説明会においでになって、
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実際に入札された事業者の方にお伺いしたわけでございます。国が確保すべき事業を設定

したわけでございますけれども、それを達成するためには、どうしても予定価格を下回る

入札はできないということでございました。 

○小林副主査  求人開拓については、いろいろ地域的な状況だとか、いろいろな外部環境

要因のようなものが大きいと考えられるので、全部一律にするというのはいかがなものか

という議論があったと思うんですが、それについて今後競争入札するかどうかわかりませ

んけれども、そういうことを考えるときに、その辺の要素の勘案というのは、どうお考え

なんでしょうか。 

○水野職業安定局首席職業指導官  確保すべき事業の質について、地域別の設定をしたら

どうかということについては、これまでさんざん御議論をさせていただいて、そのときに

も申し上げたわけでございますけれども、求人開拓事業の実績というのは、それぞれの地

域の雇用情勢だけではなくて、求人開拓のやり方もあれば、あとハローワークと地域の事

業所とのつながり、そういったいろいろな要因が絡むので、そういったものを分析した上

で地域ごとの目標、確保すべき事業の質を設定するということは、実質的には非常に難し

いと思っております。 

  ただ、今おっしゃったようなこともございますので、今後そういうことが可能かどうか、

それは更に検討してまいりたいと思っております。 

○樫谷主査  ほかに、逢見委員、どうぞ。 

○逢見委員  平成 19 年については、一応国が実施するということで、空白は最小限にとど

められるんだろうと思うんですが、今後もこの求人開拓事業を民間に出すということにな

ると、同じように落札できないというケースが想定されるわけですね。平成 20 年に向けて、

どのような工夫をすべきなのか考えるべきです。 

  一つは、官民競争入札という形で、官も競争に参加する方法があり得るでしょうし、あ

るいは切り出し方とか期間などを見直して、より民間事業者から見て参入しやすいやり方

を考えることも必要でしょう。そういう工夫を何かしない限り、また同じ問題が来年も出

てくることになると思うので、どういう工夫があり得るのか、平成 20 年に向けてというこ

とでお考えを伺いたいと思います。 

○水野職業安定局首席職業指導官  求人開拓事業につきましては、本当に雇用情勢の厳し

い地域で行われるものでございますので、空白があるということは絶対にあってはならな

いと思っております。 

  そのために、今後、今回と同じようなことがないようにするために、いろいろ検討しな

ければならないと思っておりまして、今、官民競争入札という御指摘もございましたけれ

ども、これについては前から申し上げているとおり、いろいろと技術的にクリアーしなけ

ればいけない問題がありますので、それについては今後、事務局の方とよく御相談をさせ

ていただきたいと思っております。 

  それから、たしか先月の監理委員会で御指摘いただきましたように、入札のスケジュー
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ルを早める。予算要求の前に事業の実施主体が決まっていれば、それに応じた予算要求を

すればいいということがありますので、そういったことも選択肢の一つと考えております。 

○樫谷主査  どうぞ。 

○斉藤委員長代理  いろんな新聞等が書き始めておりますけれども、この現象は安倍内閣

の評価点の最大、国民が見ているところだと思うんです。 

  北海道旭川、長崎県北辺り、私、長崎県北というのは個人的にもかなりよく知っている

ところですけれども、こういう民間の就業のあっせん業者というのは、そんなにあるとこ

ろではないですね。 

  そういう地域で、これはとりあえず１年で切って募集なさったと思いますが、このこと

自体が、もうかなり困難性が予見できたのでないか。予見と言うと怒られるかもしれませ

んけれども、そう思わないでもないんです。切り出し方が納得できない。 

  国と比較して、コストが高かったんだということですが、質がどうだったかというのは

ちょっと分かりませんけれども、コストが高かったという話を聞いているんですね。入札

だけを見ますと、リンゴとミカンを競争させて入札しているように思うんです。だって国

のコストというのは、恐らく今までのコストを一応お考えになっているんでしょうけれど

も、それは何十年もやってこられた。そして全国で展開しているものをベースにしたトー

タルコストでしょう。どこかでかかっているプラスコストが他のマイナスの出ているとこ

ろでカバーされていると思うんです。 

  ところが、こういう切り方で、例えば長崎の県北だけで民間でやりなさいといったとき

に、全国展開している業者ならば可能性があるかもしれませんけれども、なかなかこうい

う形で国全体で、長時間にわたってやっているものと競争できないと思います。 

  だから、もともと競争条件が均一になってないと思うんです。結論は、国と比較して、

国よりは高いから国がやることにしたということですから、民民ではなくて、暗黙の官民

入札が行われたような形になっているんです。でもそんなことを言うと水野さんに怒られ

てしまうけれども、官がもう勝つとわかっているような入札にかけらけれて、民はだめだ

と、だから官なんだという形にやられたという感じしか、国民としては持ってないと思い

ます。 

  もう少し真剣に、真剣にやってはおられるのでしょうけれども、どうして民間の知恵や

コストを使ったら、本当に有効な、失業で困っておられる方々に、いろいろ知恵のある有

効なサービスの方法ができるかということを考えて次からやる必要があるんじゃないかと

いう感想を持っています。 

○樫谷主査  いかがでしょうか。 

○水野職業安定局首席職業指導官  今、何点か御指摘をいただいたかと思いますけれども、

まず最初の対象地域の問題でございますけれども、これは一応求人倍率が低いところ、0.6 

倍未満のところで求人開拓をやることになっておりまして、その中で民間委託の対象地域

というのは、規模がまず大きいところ、具体的に申し上げますと、有効求職者数が年間 10
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万以上、有効求人が年間５万以上、そういう規模の大きいところで、しかも民間事業者が

いると思われるところですね。そういったところを選定しておりまして、そういった基準

でやっておるんですけれども、雇用失業情勢がよくなってきておりますので、年々求人開

拓の対象地域というのはどんどん少なくなってきております。 

  そうなると、今回５地域選定しようとすると、ほとんど他に選択の余地がない状況で、

他にもうどうしようもなかった部分がございます。 

  あと期間の方は、これまで御説明申し上げているとおり、毎年求人開拓の対象地域と雇

用失業情勢の変化で違ってまいりますので、これはどうしても複数年度の契約は技術的に

難しいということがございます。 

  ３点目のコスト、これは確かに難しい問題でございまして、私どもとしては、国がこれ

までやってきた際にかかった経費、ありとあらゆるものを入れて、それで予定価格を設定

したつもりでございますけれども、それでもまだ足りないと言われると、ちょっと今の段

階では何とも申し上げようがないわけでございますけれども、この予定価格の設定につい

ては、今後また同じような入札をすることになった場合には、またよく精査をして、検討

させていただきたいと思っております。 

○樫谷主査  ほかに何かありますか。 

  吉野委員、どうぞ。 

○吉野委員  今の質問に関連するんですけれども、この求人開拓の担当者、開拓推進員は、

地域外にも出かけていくんですか。 

○水野職業安定局首席職業指導官  この求人開拓の対象地域というのは、労働市場圏ごと

に設定しておりまして、労働市場圏の中だけです。したがって、この求人開拓の対象とし

てカウントされる求人も、その地域内の事業所で、就業地を地域内とするものをカウント

することになっております。あくまでも労働市場圏内の話でございます。 

○吉野委員  なぜ、そういうことになるんですか。そういうやり方が合理的だと思います

か。 

○水野職業安定局首席職業指導官  これはハローワークの求職者のために求人を取ってく

るわけですから、ハローワークの求職者の方が通勤できる範囲で求人を取ってこないと意

味がないと思います。 

○吉野委員  旭川の管轄には夕張は入っていますか。 

○水野職業安定局首席職業指導官  夕張は入っておりません。 

○吉野委員  仮に夕張の場合、夕張で職を失った方は、夕張の管轄内で勤めようとは思っ

ていませんよ。こういうやり方は今の実態に合っていないのではないでしょうか。先ほど

斉藤委員長代理が言ったように、むしろ広域的に事業を展開していく方が合理的であり、

実態はそうなっているのではないかと思います。 

○水野職業安定局首席職業指導官  確かに夕張のように、雇用機会が非常に少ないような

地域では、他の地域に行きたいという方がいらっしゃるわけで、そういった場合にはハロ
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ーワークでもお互いに連携をして、他のハローワークの求人情報をもらってきて提供して、

求職者の方が応募したいということであれば、広域の職業紹介をすることは当然やってお

ります。 

  ただ、この求人開拓の場合は、一般的にハローワークにいらっしゃる求職者のために求

人を取ってくるという事業を今、対象にしてやっておりますので、ちょっと状況が違うと

思います。 

  今やっている事業は、労働市場圏内で働きたいという求職者のための求人が足りないの

で、それを取ってくるという事業をやっておるわけですけれども、それを今度はおっしゃ

ったような広域の職業紹介をするための求人の確保というのは、事業の仕組みとして今す

ぐイメージが湧かないので、何とも申し上げられません。労働市場圏の外に行きたいとい

う方は、どちらかと言えば少ないわけですから、ちょっと事業の仕組みとしてなかなか難

しいのではないかという気はします。今すぐにイメージが湧かないんですけれども。 

○吉野委員  少ないのは、こういうやり方でやっているから少ないんじゃないですか。 

  つまり旭川の場合だったらば、私も北海道のことは多少知っていますけれども、ほとん

どが札幌に出てくるわけですね。ですから、今、札幌の人口はどんどん増えていて、旭川

はどんどん減っているわけです。この実態に対応したやり方をしていないということでは

ないんですか。 

○水野職業安定局首席職業指導官  そこはそれぞれの地域によって違うと思いますけれど

も、一方でこういう求人開拓事業の対象になるような、どちらかというと都市部よりは郡

部の地域では、一般的に地元志向の方が非常に多いと思います。 

○樫谷主査  よろしいですか。 

○水野職業安定局首席職業指導官  いずれにしても、求人開拓事業の仕組みについては、

もし今度また「市場化テスト」の対象になるのであれば、そこはこれまでの経験を踏まえ

て、適切なものになるようによく検討はさせていただきたいと思います。 

○樫谷主査  もし対象になるのであればということは、これは対象にならないこともあり

得る、その整理の仕方をしようということですか。 

○水野職業安定局首席職業指導官  そうではなくて、毎年基本方針に盛り込まれることに

なっておりますね。それに盛り込まれてから決まる話なので、そういう意味で申し上げま

した。 

○樫谷主査  いずれにしても、これは同じことが起こる可能性は極めて高いと思いますの

で、こんなことしょっちゅうやっていたのでは、２番目の予算の問題、３地域については

34 地域に追加して予算を執行するということですから、この中でやり繰りできるというこ

とですね。 

○水野職業安定局首席職業指導官  そうです。とりあえずはほかに予算がないので、既存

の求人開拓事業の予算の中で泳いでいくしかないわけですけれども、場合によっては全国

ベースでいえば、欠勤される方もいらっしゃるので、その分予算が浮いてくるので、もし
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かしたらその中で泳げるかもしれませんけれども、恐らく足りなくなるので、その際にほ

かの予算も含めて何とかやり繰りしようということで、財務省の方と相談をしたところで

ございます。 

○樫谷主査  いずれにしても、まだ 21 人の話だからいいですけれども、もっとほかに大が

かりにやるときには、もうやり繰りすらできなくなる可能性がありますので、何としてで

ももう一度、多分求人開拓事業を来年からやらなくてもいいという話には、なかなかしづ

らいと思いますし、ならないと思いますので、是非それはしっかり切り出し方も含めて是

非対応していただきたいと思います。 

  予定価格を上回ったということですね。この予定価格というのは、官の入札価格と理解

してよろしいんですか。今回は委員長代理がおっしゃったのが、官が勝ったという認識な

んでしょうか。 

○水野職業安定局首席職業指導官  そういうことではなくて、今回は民間競争入札でござ

いますので、官は参加してないという認識でございます。それで一般的な入札として、予

定価格というものを設定するわけです。これはすべての入札に共通する話でございますけ

れども、その予定価格については、これまで国がその事業をやってきたときの実績を踏ま

えて設定をさせていただいたということでございます。 

○樫谷主査  ということは、今までの実績からいうと国が勝っているということですね。

そういうふうに好意的に理解してよろしいんでしょうか。 

○斉藤委員長代理  結果はそうですね。 

○水野職業安定局首席職業指導官  勝ったというか、北海道の旭川については、入札に参

加された事業者さんに伺ったところ、我々が設定させていただいた質を達成するためには、

国の設定した予定価格をどうしても上回ってしまうとおっしゃっていたということですね。 

○樫谷主査  どうぞ。 

○佐藤専門委員  今回は民間競争入札でしたけれども、将来的に官民入札をやるときの予

定価格の問題点は、恐らくもう御検討いただいているんだと思いますけれども、官の実施

コストというのは、別件で資料を拝見したときには、例えば減価償却費であるとか、間接

部門費だとか、そういった調整要素を入れた形で、この事業の実施には幾らかかりますと

いう情報をちょうだいしているんですが、恐らく予定価格というものは、これはなぜ予定

価格に上限拘束力があるか。その価格を超えるとアウトかというと、これは釈迦に説法で

すけれども、予算の裏づけがそこまでしかないからということに尽きると思うんです。 

  そうだとすると、官が考えている予算というのは、委託費ベース、実際の財政支出額ベ

ースの話であって、官の実施コストで入った調整要素の減価償却費だとか、間接部門費だ

とか、そういったものは恐らく予定価格の中に入ってないと思うんです。 

  そうすると、民間はそこのところを入れた価格で、官で設定した予定価格の範囲内に収

めなければいけないというところなので、官民入札をやるときに予定価格の設定の在り方

は、ひょっとすると、先ほど斉藤委員長代理がおっしゃられたとおり、もうリンゴとミカ
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ンを比べるような、違う土俵で闘えと言っているに等しくなってしまうというのが、疑問

であり質問です。 

○水野職業安定局首席職業指導官  そこのところは、先ほどと同じ御回答になってしまう

わけでございますけれども、私どもとしては、もう入れるべきものはすべて入れたつもり

でおりますけれども、ただそこが本当に十分かどうかというところは、なおよく検討させ

ていただきたいと思います。 

○樫谷主査  何かほかにございますか。これは民間業者にも十分ヒアリングしていただい

たんですね。それでどうしても価格が詰まらなかったということですね。理由は価格だけ

の問題だということですね。 

○水野職業安定局首席職業指導官  北海道については、価格のことをおっしゃっていまし

た。それから、高知中央と長崎県北については、入札の時点でもう既に他の事業で手一杯

だったということをおっしゃっていました。 

○樫谷主査  ということは、極めて小さなマーケットで勝負しようと思うと、そういうマ

ーケティングが極めて大事だということなんでしょうか。どう思われますか。 

○水野職業安定局首席職業指導官  入札の時点で、既に他の事業とおっしゃっていたので、

その他の事業という意味は「市場化テスト」の対象事業以外の、いわゆる一般的な事業だ

と思われます。 

○樫谷主査  要するに、一番最初に御説明いただいた中で業者がいるかどうかという話も

されていたので、勿論マーケティングのやり方をもう少し工夫していただかなければいけ

ないかもわかりませんね。 

  よろしいですか。それでは、これで終わりたいと思います。ありがとうございました。 

  それでは、本件につきましては、その実施状況等について、引き続き監理委員会に報告

をいただくとともに、今回の入札不調に関しましては、厚生労働省におかれましても、そ

の状況を把握、分析いただきたいと考えておりますので、よろしくお願いいたします。本

日はありがとうございました。 

（厚生労働省関係者退室） 

○樫谷主査  続きまして、独立行政法人情報処理推進機構の情報処理技術者試験の実施要

項案につきまして機構から御説明いただきまして、意見交換を行いたいと思います。 

  それでは、御説明をお願いしたいと思います。時間は 30 分程度でよろしくお願いいたし

ます。 

○澁谷情報処理技術者センター長  今日は、３種類の資料を用意いたしました。 

  １つ目は、試験の概要でございます。 

  ２つ目は、経済産業省の方から試験制度改革の進捗状況でございます。 

  ３つ目は、委員限り資料として、実施要項素案の本体でございます。 

  その順序で説明をさせていただきます。 

  私、試験センター長の澁谷ですが、試験制度の概要について御説明申し上げます。 
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  資料２ですが、まず、制度の沿革から入っております。 

  昭和 44 年、1969 年からスタートしておりまして、翌年に法制化されております。経済

産業省すなわち当時の通産省が直接試験を実施していたんですけれども、その後、いわゆ

る指定試験法人ということで、財団法人日本情報処理開発協会が試験を実施しておりまし

た。 

  平成 16 年に、ＩＰＡが独立法人化する時に試験センターと統合し、今日に至っておりま

す。都合 37 年、試験を実施しております。 

  続きまして「２．試験区分」です。 

  試験区分につきましては、現在、14 区分ありまして、トータル 60 万 8,000 人の応募者

がおります。実際、当日来るのは大体 62～70％で、これは試験区分によって、受験率が変

わります。 

  試験につきましては、年１回以上実施せよということになっていますけれども、事実上、

春と秋の第３日曜日、すなわち今度の日曜日の４月 15 日が次の試験日です。 

  続きまして「３．実績」です。 

  試験地は、61 か所です。各都道府県に最低一つあり、大都市の周辺は数が多いので合計

61 になるわけでございます。試験会場ですと、試験の区分が、春は８、秋が９ということ

で区分数が違うのですが、大体 300 会場です。 

  37 年間続いているものですから、累積ベースで言いますと、応募者は約 1,400 万人弱、

合格者は 150 万人弱という膨大な数字になります。 

  ４ページ目が、現在行われております試験の日程でございます。春と秋とありまして、

第３日曜日でして、大体、春ですと 12 月末頃、官報で具体的に公示されます。 

 願書の受付は、例えば春のケースで言いますと、１月中旬から２月の大体 21 日ぐらいで、

これは郵便受付とインターネット受付によって我々の作業の手間が違うものですから、イ

ンターネット受付の方が遅くまで開いております。 

  大事なことは、下の方に書いてありますけれども、私どもは運営費交付金は一切いただ

いておりません。受験料収入だけで私どもの給料も、試験実施費も、会場借料も、全部賄

っております。事業規模は、現在、大体 32 億円です。これは 5,100 円に 60 万人をかける

と容易に答えが出てくるわけですけれども、こういう規模でございます。 

  次に、５ページです。「５．試験の業務フロー」です。 

  まず、基本事項の決定、官報公示など主要な制度は、経済産業省が決めます。 

  それから、試験は試験センターが試験を実施することになっておりますが、その中核は

事務局と試験委員会です。 

  試験委員会の方は、知見を動員しまして問題を作成する。採点をし、合格候補者の決定

をする。最終的には候補者名簿を経済産業省に出して、大臣が合格者を決定する。それで

合格証書を交付するということです。 

  私ども事務局の中には、本部と支部及び協力先といったような地方の出先がありまして、
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本部では、ここに書いてあるようなことをします。右側に書いてあります支部・協力先は

茶色のようなことをいたしますが、本部のところで見ますと、例えば願書の作成、それか

ら、印刷版といったようなものは勿論、一部、印刷会社や運搬会社、民間の会社に出して

おります。 

  案内書・願書の配布も同じでして、これは一時、全部紙だったんですけれども、今や紙

は２割以下になり、インターネットになりましたので、当然、受付の外注、それから、ク

レジットカードやコンビニ決済をやっておりますので、そういうところも全部民間の方に

アウトソーシングをしております。 

  大体、以上が業務フローです。 

  次に、これを時間軸で展開してみたものが次の「６．試験実施スケジュール」です。 

  一番申し上げたいことは、全国で 300 余の試験会場があるものですから、どうしても試

験会場の確保が最大の課題ということです。これは上の青い矢印が右に向いて、右の方で

春、秋と下に矢印が出ておりますが、言わんとしていることは、この右側の年度の春、秋

の試験の会場は、左側に行きまして、前の年の春の試験が終わった後から始まる。ここで

一応、使用の意思表示をしまして、秋になって、それが具体的な手続に入っていく。それ

でやっと、次の年、春と秋に借りられる。したがって、これが１年ごとにずれていきます

ので、そのサイクルで仕事が動いているということです。 

  これが、私どもの最大の頭痛の種といったところでして、この点がやはり、実施要項に

際しても一番気を使うところではなかろうかと考えております。 

  次に「７．確保すべきサービスの質」です。これは改めて、この中に書いてありますが、

試験ですから、やはり試験を受けている人はどうしても非常にナーバスになりますので、

試験環境が大事。 

  それから、私どもの絶対やってはいけないことがここに七つほど挙げられております。 

  これを時間軸で見ていきますと、試験問題については事前漏洩が絶対あってはいけない。 

  試験時間の過不足です。当然ながら定刻に始めるわけですが、何かあった場合には５分

遅らせるといったようなことは臨機応変にやりますが、試験時間を厳守します。 

  不正行為。この場合には、きちんと確認をして、筋を通して、最後、その人の受験を拒

否しないといけませんから、これはマニュアルに従って厳密にやることが必要でございま

す。 

  正確かつ公平な出欠確認。要は、受けた人の数と答案の数が揃わないことが一番困りま

すので、それを確実にチェックするということです。 

  答案用紙・受験票の全数回収。実は受験票には、例えばトラブルがありますと、この人

はこういうことがあった、これはこう処理した、相手に納得してもらっているといったよ

うなことを書いて、いわば履歴になるわけですが、これも非常に大事。 

  回収した答案用紙への加筆修正。一番多いのが、実はマークシートで、受験番号をマー

クするときに間違ってマークする。これは失格になりますものですから、試験を実施する
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側で加筆したりすることがあると困りますので、そういうことは絶対ないようにする。 

  それから、未使用の答案用紙の流失の防止といったことです。 

  なお、周辺住民への配慮。多くの人が１か所に集まるものですから、周りの人に迷惑を

かけることがないように注意しなければいけないということです。 

  ８ページ以降は「（参考）試験に合格するメリット」でございます。例えば、企業からの

奨励金が出るとか、学校では奨学金の給付とか、授業料の減免などの優遇措置があるとい

うことにつきまして、８ページに書いてあります。 

  ９ページは、他の試験における免除です。教員採用試験ですとか、中小企業診断士、弁

理士といったようなところで、この試験に受かっていることによって一部免除がされます。 

  10 ページは「（参考）試験に合格するメリット」の続きですが、経済産業省の登録制度

でありますＳＩ、システムインテグレータとか、ＳＯ、特定システムオペレーション企業

といわれる企業が、きちんとそういう技術的・経理的基礎があって、間違いなく、この事

業を健全にやっているんだというお墨付きを示す登録制度というものがございますが、Ｓ

Ｉでございますと 430 社、ＳＯですと 58 社が現に登録されております。 

  それから、最近、情報システムに係る政府調達の中でも、私どもの試験を受かっている

ことを書くことによって、その会社の信用を増すという制度に使われております。 

  最後の 11 ページですが、企業が自らウェブで公開して、人材の質の高さを積極的にＰＲ

していまして、３社ほど挙げてございますが、ご覧になれますように、かなり各社、大勢

の方の合格をいただいておりまして、これを自分たちの行うサービスの質の証としている。

こういう例でございます。 

  以上が、試験についての概要です。どうぞよろしくお願いします。 

  なお、お手元に私どものガイドブック、ＩＰＡ全体のパンフレット、統計資料、それか

ら、マニュアルというものを用意してございますが、詳細にわたりますので説明は省かせ

てもらいます。 

  どうぞよろしくお願いいたします。 

○小川課長補佐  それでは、続きまして、資料３に沿って、簡単にではありますけれども、

経済産業省の方で、今、検討中の情報処理技術者試験制度改革の検討状況について御報告

したいと思います。私、経済産業省情報処理振興課の課長補佐をしています小川と申しま

す。 

  １枚おめくりいただいて、検討の現在の状況ですけれども、産業構造審議会の下での議

論は昨年 10 月から始まっておりまして、スケジュールの一番下のところで、第７回、４月

12 日、今週の木曜日というふうに予定されております。こちらの方で報告書案を御審議い

ただく予定となっております。 

  同じページの右側が、委員名簿です。 

  その次のページは、全体の背景ということで、これはごくごく簡単になんですけれども、

最近、ＩＴが経営、あるいは産業のあらゆるところに浸透する中、そして、一方で市場環
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境ということでグローバリゼーション、最近で言うと、インド、中国のオフショアという

ようなことが言われますけれども、そういった中で、日本として必要とされる高度ＩＴ人

材と呼ばれる類型が変わってきているのではないかという問題意識の下に、そういった、

今後必要となる、中長期的に５年、10 年、更にはそれ以上のスパンで必要となる人材とい

うものの、ある意味、日本としてそういう人材をしっかり確立した上で、そのためにどの

ように人材を育成していくのか。 

  そういった中で、ここに挙がっております情報処理技術者試験といいますものは長い歴

史があるものでありますし、今し方、御説明がありましたように、一つの評価手法として

企業にも根付いているものですから、そういった試験制度も新しい構造変化に対応したも

のに変えていくということを、今、検討しております。 

  その具体的な中身ということが、最後のページに挙がっているものでありまして、この

１、２、３という中では２．になります。 

  ここに挙がっているのは、あくまで具体例でして、これにすべて尽きるわけではありま

せんけれども、例えばということで言いますと、１つ目にありますような、ＩＴがこれだ

け世の中に浸透する中で、特に情報産業に進む人のみを対象とした試験ということではな

くて、広く、あらゆる産業に就職する人たちも対象にした試験に変えていくという意味で

の基礎的な知識を問うエントリー試験を創設してはどうかといったような点。 

  更には、試験の中身としても、ＩＴ以外の分野の試験問題を出題してはどうか。 

  受験者の利便性の向上という点からは、先ほどの御説明にも年１回、２回というお話が

ありましたけれども、コンピュータ試験という形での受験機会を増やすとことを考えては

どうかといったような点が議論されておりまして、こういった具体的な内容について、今

週木曜日、12 日の報告書案の中に幾つか挙がってきておりまして、最終的にはそういった

検討を踏まえて、試験の制度の改革というものも一つの項目として、今後、決まっていく

ことになっております。 

  簡単ですが、現在の検討状況ということで御説明させていただきました。 

○樋口参事  それでは、引き続きまして、情報処理技術者試験の実施要項につきまして御

説明をさせていただきたいと存じます。お手元の資料４－２でございます。 

  ここにつきましては、情報開示部分につきましては、別途、今、事務局と調整中でござ

いまして、今回お付けしてございません。また事務局と調整次第、御説明に参上させてい

ただくというふうに考えております。 

  それでは、実施要項を開いていただきまして、まず１ページ目でございますけれども「１．

趣旨」というところで、まず競争の導入によります公共サービスの改革に関する法律の趣

旨をここで明確にうたっております。 

  また、今回、民間競争入札を実施するに当たりまして、その根拠となります公共サービ

ス改革基本方針、平成 18 年 12 月 22 日閣議決定でございますけれども、その旨も明記させ

ていただいておるところでございます。 
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  １ページの後半部分「２．試験実施事業の詳細な内容及びその実施に当たり確保される

べき試験実施事業の質に関する事項」という記載をさせていただいております。 

  まず「（１）試験実施事業の概要」ということで「①情報処理技術者試験の概要」という

ことを明記してございます。 

  ここは、先ほど御説明申し上げましたように、本試験が、情報処理の促進に関する法律

に基づきまして、経済産業大臣が行う国家試験であること。また、独立行政法人情報処理

推進機構が、この法律に基づきまして事務を行っているということ等々を明記してござい

ます。 

  次のページに、本試験の目的。 

  それから、②に本試験の区分。これは先ほど御説明申し上げましたように、現在 14 区分

でございます。 

  なお、情報処理技術者試験のこれまでの沿革、それから、統計情報等につきましては、

入札の際の事業者の方の利便に供するために、センターのホームページのＵＲＬを明記い

たしまして、御参照いただくようにしております。 

  また、今、小川補佐から御説明申し上げました産業構造審議会の状況につきましても、

逐次、議事録等が詳細に出てございまして、ここにつきまして御参照していただくべく、

ＵＲＬを明記させていただいておるところでございます。 

  それから、試験実施対象地域でございますけれども、入札対象地域は香川県（高松試験

地域）及び沖縄県（那覇試験地域）ということでございまして、これは閣議決定の基本方

針に基づきまして、私ども、ここの２か所につきまして、私どもの持っておりました支部

を平成 19 年度中に廃止するということになりますので、したがいまして、ここにおきまし

て民間競争入札をしまして、民間事業者の方に事業を是非やっていただくということでご

ざいます。 

  （３）に、今回対象となります詳細な事業の内容というものを列記してございます。 

  大きく分けまして、①は試験会場の確保業務。 

  ②といたしまして、実際に試験を行うに当たりまして会場を管理する、あるいは試験を

実際に監督する人間の要員確保。 

  ③といたしまして、当日の試験運営業務。 

  大きく分けまして、この三つを記載させていただいております。 

  会場確保業務につきましては、先ほど御説明申し上げましたように、非常に息の長い、

相当前倒しでやらなければならないということで、初年度に関しましては私どもが既に今

度の春試験直後に会場を押さえますので、これを御使用いただきたいということを明記し

てございます。 

  それから、身障者への対応。 

  それから、実際に試験会場が決まったときの会場割りといったようなことを行っていた

だくのが①でございます。 
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  ②でございますけれども、必要な要員を確保していただくことということで、これも民

間事業者の方々の利便性に供するために、目安といたしまして、私どもが現在行っており

ます、おおむねどれぐらいの要員を確保しているかということを付記させていただいてお

ります。 

  ③でございますけれども、特に試験の問題漏えい等々があってはいけませんので、実際

に試験が郵送される場合の確認等々についての記載が３ページの下にございます。 

  ４ページでございますが、実際の運営にあたりまして、先ほど私どもから御説明申し上

げましたように、全国におきまして、公正さを担保するために、特に受験条件の均質性を

確保する必要があるということから詳細なマニュアルをつくっておりまして、このマニュ

アルの遵守徹底をお願いしたいということをここに明記してございます。 

  「（４）入札対象の実施に当たり確保されるべきサービスの質」ということで、先ほどの

説明と重複いたしますけれども、基本的に清潔・静ひつな環境、受験申請者が基本的に全

部入る会場の確保、余裕を持った座席のレイアウト。これにつきましても、私どものこら

までやっておりました実績を民間事業者の方の判断の参考にしていただきたいと思ってお

ります。 

  特に、ハといたしまして、試験問題の事前の漏えいの絶対防止、試験時間の過不足の絶

対防止等々、先ほど澁谷の方から御説明申し上げましたこの辺は、ここが１か所でも漏れ

ますと全国で行っております試験全体が大きな影響を受けるものでございますので、ここ

につきましてはサービスの質として絶対に守っていただきたいということを明記させてい

ただいております。 

  次の５ページでございますけれども「（５）契約の形態及び支払い」ということで、契約

形態を請負形態ということにさせていただきまして、あらかじめ額を決定いたしまして、

それを各試験ごとに分けましてお支払いするということでございます。 

  また、先ほど身障者への配慮ということを申し上げました。いろいろな形での重度の身

障者の方々がいらっしゃる場合に、それ用に特別の御配慮をしなければならないという事

態も発生いたしますので、この場合、追加費用が発生いたしました場合には民間事業者の

方に御請求いただきまして、これについての追加負担というのは、この契約のアディショ

ナルな費用としてお支払いをするという旨を明記しております。 

  それから、ただいま小川課長補佐から御説明申し上げましたように、試験制度の変更と

いうことがあり得るわけでございまして、大きな変更があった場合には、お互いの協議条

項といたしまして、契約内容の変更を相手方に求めることができる。これに基づいて契約

を変更するという条項も入れさせていただいております。 

  ヘといたしまして、制度改正後の１回目の試験というのは状況を見ないといけないもの

ですから、あらかじめ決められました額について、１回に限りお支払いをするということ

で、今、激変緩衝的な条項も設けさせていただいております。 

  「３．実施期間に関する事項」ということで、これは出されておられますポイント等々
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を踏まえまして、基本的にできるだけ長くということで、平成 19 年 10 月１日から平成 22

年 12 月 31 日までということで、３年３か月という契約期間を設定させていただいており

ます。 

  次の６ページでございますけれども「４．入札参加資格に関する事項」ということで、

法第 15 条において準用しております法第 10 条、欠格事由がございますけれども、これに

抵触しない者であること。 

  それから、国の予算制度等々、予決令と申しておりますけれども、この辺の契約締結能

力を有しない者の排除といったような規定を盛らせていただいております。 

  ホでございますが、実施要項の策定に関わった法人または個人でないこと。これは、私

ども、この策定に当たりまして、いろいろなコンサルタントなどのお知恵も拝借しており

ますので、そういった公平性の観点から、そういった方々を排除するという条項も設けさ

せていただいておるところでございます。 

  「５．入札に参加する者の募集に関する事項」ということで、まず「（１）入札に係るス

ケジュール」と書いてございます。 

  「①入札公告」につきましては、６月上旬を予定しておりまして「②入札説明会」をそ

こで開きたい。 

  「③質問受付期限」につきましても設けさせていただいておりまして、日程等は入札説

明会で告知させていただきたいと思っております。 

  それから「④入札書提出期限」が７月末ごろということで「⑥開札及び落札者の決定」

を８月末ごろにいたしまして、最終的に「⑦契約締結」を平成 19 年 10 月１日付で行いた

いと考えてございます。 

  「（２）入札の実施手続き」ということでございまして、提出必要書類、金額、それから、

実際の業務運営に当たっての書類、企画書でございます。更には、暴力団排除に関します

規定に基づいて、必要な書類等々をここに列挙させていただいております。 

  次の７ページでございますけれども「②企画書の内容」ということで、大きく分けまし

て「ａ）組織的基盤に関する事項」「ｂ）経理的基盤に関する事項」「ｃ）実施体制」「ｄ）

事業計画」「ｅ）実績に関する事項」ということで、こういった内容の企画提案をしていた

だければということを考えてございます。 

  ７ページの下でございますけれども「６．落札者を決定するための評価の基準その他落

札者の決定に関する事項」でございます。この請負事業者の決定に当たりましては、総合

評価方式によるものとするということをまず明記しております。 

  次のページでございますけれども、入札単位といたしましては、先ほど申し上げました

入札対象試験地域ごとにするということでございます。 

  ８ページの「（２）評価方法」でございますけれども、評価項目につきましては必須項目

と加点評価項目に分けてございます。 

  必須項目につきましては、すべてを満たした提案につきましては基礎点 100 点を与える
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ということで、経理的基盤があるかどうか。実施体制、請負事業を確実に遂行できるだけ

の業務責任体制が確保されているかどうか。それから、サービスの質の内容を確保する事

業計画となっているかどうか。この辺が基礎点となっております。 

  それに加えまして、ロのところでございますけれども、加点要素といたしまして、過去

の実績、経験があるかどうか、計画が周密なものになっているかどうか。それから、確実

性があるかどうか。こういった点を加算点といたしまして、評価をさせていただきたいと

考えております。 

  ９ページでございますけれども「（３）落札者の決定」ということで、必須項目をすべて

満たした場合において、それに加算点を加えまして、予定価格の制限の範囲内におきまし

て、いわゆる除算方式を取りまして、基礎点及び加算点の合計点を入札価格で除して得ら

れた値が最も高い者を落札者とする。 

  たまたま落札者がいない場合につきましては、直ちに再度の入札を行うというような手

続を明記させていただいております。 

  ハにつきましては、不当に低廉な入札価格を入れられた方等を排除するための規定とし

て入れさせていただいております。 

  「（４）落札者が決定しなかった場合の措置」ということで、再度、公告を実施するとい

う規定がございます。 

  ７．につきましては、冒頭御説明したとおりでございまして、今回、この資料からは省

かせていただいております。 

  ９ページの一番下「８．民間事業者が機構に報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うた

めに必要な措置、その他請負事業の適正かつ確実な実施の確保のために民間事業者が講ず

べき事項」を記載させていただいております。 

  10 ページの冒頭におきましては「（１）民間事業者が機構に報告すべき事項、機構の指

示による講ずべき措置」ということで挙げてございます。 

  まず「①報告等」でございます。事業開始日から起算しまして３か月ごとに、経過日の

１か月以内に、事業報告を機構に報告する。これは会場確保、あるいは会場責任者の要員

確保等々の進捗状況を定期的に把握するための措置ということでございます。 

  また、当日でございますけれども、私ども全国ベースでの受験者数の速報を出しており

まして、このための報告をしていただくことになります。 

  それから、試験場におきましていろいろなトラブルが発生いたしますが、これにつきま

しての報告事項等々を列挙させていただいております。 

  ヘでございますけれども、民間事業者は当日におきます試験会場でのクレームやトラブ

ルといったものにつきまして、報告をしていただくことにさせていただいております。 

  「②調査」につきましては、法第 26 条第１項に基づきます立入検査等々の定めでござい

ます。 

  「③指示」といたしまして、特に請負事業を適正かつ的確に実施していただくために、
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民間事業者に対しまして、業務改善指示みたいなものが出せるようにしてございまして、

改善されない場合には次のステージで契約解除といったことも想定されるわけでございま

すが、こういったところでサービスがあまり芳しくない者に対する措置を担保させていた

だきたいと思っております。 

  「（２）秘密を適正に取り扱うために必要な措置」を定めてございます。 

  「①個人情報の保護並びに秘密の保持」でございます。特に受験者、あるいは当日、い

ろいろな監督員等々の方々が集まりますので、こういった方々の情報というのは個人情報

に係る部分もございます。こういったものの処理につきまして、ニ．のところに、特に取

得した個人情報をマニュアルに基づき破棄しなければならない。また、破棄した場合に、

それが破棄されたという旨を証明する文書を提出していただくというようなことで、個人

情報の遺漏がないように担保をしていきたいと考えてございます。 

  「（３）契約に基づき民間事業者が講ずべき措置」でございます。 

  「①請負事業の開始及び中止」ということで、やむを得ない理由で民間事業者が中止し

ようとする場合には、機構の承認を得る旨を記載しております。 

  それから、受験者に対して公正な取扱いをすべきであるとの点、「③金品等の授受の禁止」

「④宣伝行為の禁止」が 11 ページに記載してございます。 

  12 ページでございますけれども「⑤機構との契約によらない自らの事業の禁止」。会場

等におきましてあまり自由な事業を行っていただいては困りますので、そういったことを

禁止する事項等々がございます。 

  「⑧権利の譲渡」につきまして、制限をしてございます。 

  「⑨再委託」につきましても、いわゆる一括して第三者に委託または請け負わせ、ある

いは丸投げと言ってもいいかもしれませんが、こういったものを禁止する条項を書いてご

ざいます。 

  「①1 契約の解除」というところでございまして、ここに解除条項の条件を明記させて

いただいております。その場合、民間事業者がここに列挙する事項のいずれかに該当する

場合につきましては、報酬の支払停止、あるいは全額、もしくは一部の返還、契約の解除

といったようなことができるということでございます。更に機構に対しまして大きな損害

が生じた場合には、民間事業者は、損害を賠償する責任を負うという旨を明記してござい

ます。 

  次の 13 ページでございますけれども、損害賠償。あるいは民間事業者の責めに帰するこ

とができない事由によりまして事業の実施が遅滞、あるいは不能となったりした場合の不

可抗力免責、あるいは危険負担といった条項も設けさせていただいております。 

  更に、契約上の疑義が生じた場合につきましては、その都度、民間事業者と機構が協議

をするという旨を明記させていただいております。 

  「（４）機構の監督体制」ということでございますが、全体の監督につきまして、情報処

理技術者試験センターが行いまして、試験センター長を責任者とする。 
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  以下、私どもの担当責任をここに明記させていただいております。 

  14 ページでございますけれども「９．請負事業を実施するに当たり第三者に損害を与え

た場合における損害賠償に関して民間事業者が負うべき責任」を明記してございます。 

  「10．請負事業の評価に関する事項」ということでございますけれども、機構につきま

しては試験、これは春、秋ごとに、試験日から３か月以内までに請負事業の実施状況を評

価させていただきたいと思っております。 

  その評価でございますけれども、ここに書いてございますように、ヒアリング、報告等

を通じまして、主といたしまして、ここに①から④まで列記してある事項について評価を

させていただきたいと思っております。 

  「11．その他請負事業の実施に際し必要な事項」ということで、事業実施状況等の監理

委員会への御報告、それから、公表というものを（１）に明記させていただいております。

毎年度、官民競争入札等監理委員会に御報告申し上げるとともに公表させていただくとい

うことでございます。 

  それから、法第 26 条及び 27 条に基づいて報告徴収、立入検査、それから、指示等を行

った場合につきましては、その都度、措置の内容、理由、結果の概要を官民競争入札等監

理委員会に御報告申し上げるということでございます。 

  それから「（２）情報処理技術者試験業務の実績評価」というところでございます。機構

は、内閣総理大臣が行う評価の時期を踏まえまして、情報処理技術者試験業務の実施状況

の２年６ヶ月間を通しました総合評価、平成 22 年３月末日時点における状況を調査させて

いただきたいと思っております。 

  その際には、機構が実施しております業務と、民間事業者がおやりいただいた業務との

実績が比較できるようにさせていただきたいと思っております。 

  また、その際、必要な場合には民間事業者、受験者、あるいは会場責任者の方々から直

接の意見聴取を行わせていただきたいと考えてございます。 

  最後に「（３）民間事業者の責務」でございますけれども、公務に従事する職員として、

みなし公務員規定、それから、会計検査院法に基づきます動員の実地検査の対象になるこ

と。その他、ペナルティーをここに明記させていただいております。 

  駆け足でございますけれども、実施要項についての御説明は以上でございます。 

○樫谷主査  ありがとうございます。以上でよろしいですか。 

  それでは、御意見・御質問のある委員は御自由に御発言を願いたいと思いますが、あと

30 分ぐらいでよろしくお願いいたします。何か御質問・御意見ございますか。 

  いかがですか。 

  それでは、小林副主査どうぞ。 

○小林副主査  サービスの質というところで、実施要項の中に４～５ページにかけて、質

を測定するといいますか、それがあるんですが、業務自体が非常に定型的なものなので、

サービスの質をどの辺に設定するのかということについては大変難しいことがあるんだと
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思うんですけれども、ここに挙げられたものを測定するのはどう測定するのかというとこ

ろのお考えをお伺いしたいんです。 

○樋口参事  このサービスの質でございますけれども、基本的になかなか定量的な測定は

難しいということがございます。このため、特に、やはり受験者の方々のクレームとかこ

ういったものを、先ほど申し上げましたように、相当網羅的、かつ定期的に把握すること

にしておりまして、これらによって、まず把握をしたいと考えてございます。 

  それから、特にハのところでございますけれども、事前の漏えい、過不足の防止、それ

から、不正行為といったことにつきましても、会場等におきましてそういったトラブルが

発生しました場合に、会場責任者が必ずその旨を報告することになっておりまして、こう

いった点を通じまして把握をさせていただきたいと考えております。 

○小林副主査  ＩＰＡとしては、質の確保とコストといったところの比率といいますか、

重視、ウェートづけがあると思うんです。勿論、適正に、公正にいろいろな状況の方々が

受けられるような、試験を受けている快適さというものを確保しなければいけないという

ことは勿論あると思うんですけれども、コストとの関係において、サービスの質のウェー

トづけといいますか、重視といいますか、その辺のお考えはどのようなものなんでしょう

か。 

○樋口参事  私ども、先ほど申しましたように、特にハの部分につきましては、万が一に

もこのような事態がありますと、そのコストと申しますものは非常に大きいものがござい

まして、民間事業者の方にも、場合によりましては損害賠償請求といった形にも及ぶよう

な問題でございます。 

  勿論、小林副主査が御指摘のように、民間事業者が実施するに当たってリーズナブルな

コストというものはございますけれども、特に私どもは、ハにつきましてはマニュアルを

きちっと遵守するという形で実施していただきたいと思っております。このマニュアルに

おいては、不適切なほどコストがかかるような注意事項を設けてはおらないつもりでござ

いますので、従って、マニュアルを遵守してやっていただくという限りにおいて、適正な

コストとサービスの質のバランスというものは取れるのではないかと考えている次第でご

ざいます。 

○澁谷情報処理技術者センター長  あと１点、付け加えさせていただきます。 

  会場の手当などにつきましては、実は何十年やっておるものですから、どこの会場は近

いけれども狭いとか、大体、そういう情報は固まっておりまして、同じところを使うこと

によって受験生の方々からも一種の予測可能性というものが働くところに一種の安心感が

あるのではないかと考えております。 

○小林副主査  一つ、心配というほどではないんですけれども、つまり、先ほど申し上げ

たように、非常に定型的なものなので、民間の創意工夫を発揮させるというところが、や

はりどこにあるのか。だから、民間が参入して、そういう工夫を発揮する場所があるのか、

余地があるのかというところなんです。 
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  それで、今回なかったんですけれども、伺ったところによると、沖縄と四国で、今まで

常勤の方がいたか、いなかったかとかでコストが違うということを事前にお伺いしていた

んです。それは、例えば受験生規模が同じである場合の業務のコストというものを、今ま

で実施していたコストが、常勤だったか非常勤だったかというところでコストの差が出て

くるというところをどうカバーするのかということがあると思うんです。 

  勿論、実際にやって問題ないということはあるかと思うんですけれども、例えばそうい

う業務をやった実績のある、大きな受験対策何とかにいるような全国規模のものがあった

として考えるとすれば、同じボリュームでコストが地域によって違うということだと、出

すときに非常に障壁があるのではないかと考えるんです。 

  つまり、地域的な特性があるとしても、同じボリュームの業務をこなすのに、ある一部

の地域は低くて、ある一部の地域は高いという設定がなされていると、それ自体が非常に

ネガティブなインパクトを与えるのではないか。あるいは全国規模でそういう業務をやっ

たことがあるところが参入するときに、そういうボリュームに対する平均コストというこ

とが基準になっていなくて、地域ごとの格差があるといったところで参入障壁になるので

はないかというようなことを私たちは懸念するものですから、その辺はいかがでしょうか。 

○樋口参事  幾つか、私どもも関心を寄せられる事業者の方々にいろいろ御意見などを、

今、お伺いしているところでございます。それによると、仮に全国規模の事業者の方々で

あっても、今回、例えば高松と沖縄ということですと、それぞれの地域におきまして、例

えば拠点を持っていたりとか持っていなかったりとか、あるいはそこで過去に経験が豊富

であるとかないとかで相当コストに差があるようでございます。そういう意味から行きま

すと、それぞれのコスト差自体が参入障壁になるということはそんなにないのではないか

と考えております。 

○樫谷主査  よろしいですか。 

  逢見委員、どうぞ。 

○逢見委員  ２点お伺いしたいんですが、一つは試験制度改革の説明がございまして、こ

の資料３の３ページ目、一番最後のページの「２．情報処理技術者試験制度の改革」とい

うのがあります。ここに「○受験者の利便性の向上」として「コンピュータ試験（Computer 

Based Testing）の導入による試験の常時実施等」というものがありますが、例えば試験の

常時実施ということが決まると、今まで年に２回、春、秋にやっているという枠組みその

ものが変わってしまうわけです。そうすると、こういう委託契約そのものが大幅に変更す

ることになるのではないかという気がします。 

  もう一点は、ちょっと細かい質問で、５ページ目の期間の問題なんですけれども、平成

20 年４月の春の試験から 22 年秋の試験までで、契約期間が 10 月～12 月までですね。そう

すると、次の 23 年春の試験が平成 22 年 10 月からの契約とすれば、22 年秋の試験までの

契約とダブる時期があるのかどうかということを伺いたいんです。 

○樋口参事  １点目の御質問でございますけれども、私どもＩＰＡがお答えするのが適切
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かどうかわからないんですけれども、私どもが現在実行しております、先ほど 14 区分と申

し上げました試験区分の一部がコンピュータベースドテストという形で移行する可能性は

ございます。むしろ可能性としては相当高いと申し上げてよろしいかと思います。 

  つまり、一部そういう部分が切り出されて、別の試験になる可能性はございますが、現

在、春、秋に分けてやっております試験の枠組み自身は、それによって変更はございませ

ん。ただ、それによる受験者数の増減とか、これは国の制度の変更に伴うリスクになりま

すので、先ほど申し上げましたように、協議条項を創設的に設けると同時に、初回のコス

トについては、激変緩和ということで、従来のコストで１回に限り見ることにしておりま

す。それで新しい試験制度になった上で、受験者数などが大体１回やれば見えてまいりま

すので、そこで必要であれば契約変更ということもあり得ると思っております。 

  ２点目の御質問でございますけれども、契約期間を平成 22 年 12 月 31 日までとしてござ

いますのは、特に 22 年度の秋試験の合格発表が大体 12 月の上旬ぐらいを予定しておりま

す。この試験制度は合格発表まで、いろいろ受験生の方のクレームなどがあり、結構息が

つけないものですから、合格発表までは契約当事者として責任を持っていただくというこ

とを考えてございます。 

  更にその次の契約との関係では、そういう意味ではダブりが出てくるということです。

○樫谷主査  ほかによろしいですか。佐藤先生、どうぞ。 

○佐藤専門委員  今の試験の実施期間に関することですけれども、契約期間の３年２か月

というのは、どういう考え方で設定された期間でしょうか。 

○樋口参事  まず起算点の 10 月１日でございますけれども、これにつきましては、先ほど

申し上げましたように、会場確保の制約があるためです。今年の 19 年で申し上げますと、

４月春試験が終わった時点で会場確保の意思表示を私どもＩＰＡがやるわけでございます

けれども、実際に会場等の申し込みの手続は、10 月以降、11 月とか、その辺に発生します。

その時点で既に新たにその次の年からやっていただく民間事業者の方にバトンタッチをす

る必要があるということで、10 月１日から起算させていただいているということでござい

ます。終わりの 22 年の 12 月 31 日につきましては、今、申し上げたとおりでございまして、

最終的な評価は合格発表まで見させていただきたいということで、３年３か月とさせてい

ただいているところでございます。 

○佐藤専門委員  このパワーポイントの資料では、応募者は年間約 60 万人ということです

けれども、今回、高松と那覇というのは、例年どれぐらいの受験者の人数があるんですか。

○澁谷情報処理技術者センター長  3,000 人を割るぐらいが高松で、沖縄の方が 3,500～

3,600 人、１回で言いますと 2,000 人弱です。 

○佐藤専門委員  伺っていて、まず実施要項の３ページのところの、既に小林委員の方か

らも御指摘があったんですけれども、試験会場の確保というのも、例年どおり使っている

ところを使っていただく方が、むしろ受験者にとっても安心感があるということもありま

した。 
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  会場責任者の割付業務というのも、目安になる人数まで実施要項の中に書かれていて、

これを割り込むような人数の御提案があったときに、どうなるのとかとか、試験運営業務

もマニュアルがかっちり決まっている。恐らく先ほどの高松と那覇というのも、全国の会

場の中では受験者の人数は少ない方の部類に属する会場と理解してよろしければ、これは

試験的にほんのちょっと切り出して、まず民間でどういった工夫の余地があるかというこ

とで、本当に試験的にお出しいただいたのかなという印象を持つんですけれども、これは

先ほどもマーケットのサウンディングをやっていただいているとおっしゃっていただきま

したけれども、こういう切り出し方で、入札という形で１社しか応募してこないとか、１

社でも応募があればまだいいという状況になってしまうと、結局最後の議論はこういう切

り出し方がよかったのかというところに、また戻ってくることになるので、こういう１社

しか出てこないとか、あるいは入札が不調になるのか、そういったものが「市場化テスト」

のタマ出しとして続くようなことになるとすると、もともとこれは「市場化テスト」に向

いてないという議論にもなりかねないだろうと思うんです。 

  そうなると、制度の存在意義ということ自体にも関係してくる部分かなと思うんですけ

れども、これは民間で工夫する余地というのは、率直なところどれぐらいあるのか。総合

評価のところの評価基準を拝見していても、マニュアルどおりにやってくれるところが一

番安心で、毎年同じ会場を使っているところが一番安心だと言われると、もう民間業者と

して、あとは価格以外に何を提案しようがあるのか。ちょっと素朴な疑問です。 

○樋口参事  お答えします。まず、閣議決定の公共改革基本方針でお決めいただきました

ように、基本的に今回私どもテスト的にとは申しますけれども、これまで実際に業務をや

っておりました支部を廃止いたします。したがいまして、もうここで私ども自身の出先が

なくなるわけです。すなわち、退路を断って、民間の事業者の方にこの事業を移管しよう

という決意でやっております。 

  これは、公共サービス改革基本方針をご覧いただければ、その旨明記してございます。

勿論、全体の試験のパイから比べますと、まだ非常に限定されてはおります。したがいま

して、ある意味でトライアルではあるんですが、決して生半可な気持ちではなくて、今回

の対象地域については、是非とも民間事業者に安定的に実施をしていただきたいという思

いでやらせていただいております。 

  フィールドサーベイによりますと、試験会場確保自身は借料という形で固定費でござい

ます。しかし、恐らく要員確保等の分野では、初年度がどうかは別にしまして、２、３年

と繰り返すことによって、例えばトレーニングとか、あるいは熟練の度合いによりまして、

ある程度教育にかけるコストを下げるとか、そういったところで創意工夫というのは出て

くるんではないかというお声はございました。 

○佐藤専門委員  これは、マーケティングのサウンディングをおやりになるのに、あまり

発注者が直接に応募予定者のところに出ていって意見を聞くのも制約があろうかとは思う

んですけれども、そこら辺は公共側、機構側のアドバイザー、民間のアドバイザーを器用
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して、そのアドバイザーを通して情報を収集するとか、そういうような工夫はなさらない

んですか。 

○樋口参事  そういう意味では、コンサルタントの方々のお知恵を拝借しながら、要する

に透明性を確保するぎりぎりの範囲で、私ども自身が、少なくともこれまではサウンドを

してきたということでございます。 

○樫谷主査  ありがとうございました。 

  秋池専門委員、どうぞ。 

○秋池専門委員  退路を断ってというお話だったんですが、万一これで落札者が出なかっ

た場合はどうなさるのかということと、あともう一つ、今の佐藤先生の問題意識にもつな

がるんですけれども、例えば全国規模でこういうことをやっている業者さんであると、高

松と那覇というのは、すごく小さな事業になってしまうと思うんです。 

  事業者の立場からすると、新規事業に取り組むに当たって、非常に小さなことで、全く

新しいことをやるというのは、３年間できるというのはありますけれども、今後の展開で

もっと全国にこれからここをやっておくと広げていけるんだとか、何かないとなかなか本

腰を入れてやりにくい。 

  もう一方、例えば那覇であるとか、高松のローカルの事業者があったとしても、そこが

兼ねてからこのことをずっとやっておられる間に比べて、初年度で安くできるのかという

ことも疑問だったりしまして、その点での今後の展開というものを示していった方が、実

は入札というのはうまくいくんではなかろうかというふうに思ったりもします。 

  ２点目については御意見をいただく感じになります。 

○樋口参事  そういう意味からいたしますと、先ほど申し上げましたように、まさに秋池

専門委員御指摘のとおりでございますが、私ども契約期間、一応３年という形で長く取っ

ております。その期間内で、仮に初年度、最初の事業修得効果で、そんなにベネフィット

が感じられない場合であっても、２年、３年と続くことによりまして、一定のベネフィッ

トを得られていくんではないかと思っておりまして、そういう心証も得ております。 

  今後の展開につきましては、私、今日、御回答できるマンデートを持っておらないんで

すけれども、とりあえずはまず、四国と沖縄につきまして、本当に私どもも真剣に支部を

廃止して民間事業者に移行させたい。まずはこれを成功させたいと思っておりまして、御

容赦いただければと思います。 

○秋池専門委員  応札者がいなかった場合はどうされるのですか。 

○澁谷情報処理技術者センター長  最初の落札者がいなかった場合ですが、私どもそうな

らないように、皆様方のお知恵を拝借しながらやりたいと思っているんですが、万が一と

いうことであれば、私ども直接と申しますか、人を配して、私どもの方が責任を持ってや

らないと、試験は止めるわけにはいきませんし、ある試験会場が実施できないとなります

と、そこの受験生に迷惑がかかりますので、全力を挙げてやるというのが、私どもの残さ

れた選択肢だと思っております。 
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○樋口参事  もうちょっと具体的に申し上げますと、要項上９ページに「（４）落札者が決

定しなかった場合の措置」を明記してございますけれども、まず再度入札はその場で行わ

せていただきます。それでも出なかった場合の措置につきましては、（４）になるわけでご

ざいますけれども、この場合には再度公告という形でやらせていただきまして、これは恐

らく契約条件のある程度の変更等々も伴うことになると思います。それでも出ない場合に

は、今、澁谷が申しましたように、自ら実施をやらざるを得ない。要するに、受験対象地

域に空白地域が出るということは、そこの地域の受験生にとって、他地域に比べて著しい

不公平が発生しますので、その場合には非常に私ども想定したくない事態でございますけ

れども、相当のコストを追加的にかけて、私ども自身がやらざるを得ないとは思っており

ますが、そうならないように頑張りたいと思っております。 

○樫谷主査  吉野委員、どうぞ。 

○吉野委員  これは、高松と那覇は支所と呼ぶんですか。 

○澁谷情報処理技術者センター長  支部です。 

○吉野委員  今、何人おられるんですか。 

○澁谷情報処理技術者センター長  高松の方は、支部長１人と女性が１人の計２名でござ

います。那覇の方は、商工会議所の職員２人を非常勤の職員として発令しております。 

○吉野委員  これは実施要項とは関係ないんですけれども、その方々は今後どうするんで

すか。 

○澁谷情報処理技術者センター長  継続的な雇用に努めたいと思っておりますが、支部長

さんの方は、世の中の常識的な年齢に達している方でございますので、円満な形でそれな

りの終わりの仕方があるのかなと考えております。 

○吉野委員  那覇の方は。 

○澁谷情報処理技術者センター長  那覇の方は、もともと会議所の職員でございますので、

私どもの発令を解くということになると思います。 

○吉野委員  会議所との兼務をやっているところは、ほかにもかなりあるんですか。 

○澁谷情報処理技術者センター長  支部の兼務は沖縄だけでございます。 

○樫谷主査  ほかにありますでしょうか。 

  それでは、私の方から、今、現状は会場の契約は機構との契約になっているわけですね。

○澁谷情報処理技術者センター長  はい。 

○樫谷主査  そうすると、今度は新しく入札をされた方との契約になるということですね。

それによって価格が上がったり、下がったり、下がることはあまりないかもわかりません

けれども、民間だから高くするということはないんですか。 

○澁谷情報処理技術者センター長  それにつきましては、この試験制度そのものは経済産

業大臣の試験という大枠は外さないものですから、その中で実際に手当する人が違うだけ

なので、その場で必要があれば先方に紙で説明して、こういう事情なのでよろしくと言っ

て、その地位を証明するような手だてを講じたいと考えております。 
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○樫谷主査  今の既存のところを使う以上は心配ないということですね。 

○澁谷情報処理技術者センター長  はい。 

○樫谷主査  それから、聞いていると、官民競争ではなくて民民競争になっているわけで

すが、今、秋池専門委員おっしゃったように、少し要らぬところを出しているようなイメ

ージがあるんです。要らぬから民間に出そうというイメージがあって、やはりもっと官民

競争入札の趣旨は、大事なところも含めて官と民が競争するということになっているので、

モデル的にやってみようというのは何となく理解できるんですが、やはり要らぬところだ

け出しておこうというような発想ではないとは思うんですけれども、我々から見るとそう

いうふうに見えるので、やはり次の展開を是非ちゃんと絵を書いていただいて、魅力とい

うか、前に斉藤委員長代理の方が、民間も魅力を持たないとなかなかいい条件で入札でき

ないと言われたとおりだと思うんです。とにかく、一個一個採算を合わせるのか、トータ

ルでコストダウンできるのかによって、また大分違いますので、今回はそういうことにな

っているんでしょうけれども、次の展開を是非お考えいただきたいと思いますし、機構も

そういうトータルのコストを減らしていこうという使命もあるはずですので、是非よろし

くお願いしたいと思います。 

  それから、サービスの質のことについて先ほど少し、全会場を定期的に把握していると

おっしゃったんですが、どんな把握の仕方をされているんでしょうか。 

○澁谷情報処理技術者センター長  支部が直接実施しているものと、協力先団体が実施し

ているものがありますけれども、試験が終わった後、５月と 11 月に全体会合、協力先との

関係は支部ごとでございますが、私どもは各支部を呼んで会合を開きまして、今回の試験

の反省をその直後に行っているということでございます。 

  なお、先ほど申しましたように、受験票に、何があったか、どう処理したか、本人にち

ゃんと了諾を得たのかといった、言わば本人履歴をきちんと書くことになっております。

それを必ず全数回収することになっております。それからも事態が後追いできる。 

○樫谷主査  それは受験生が書くわけですね。 

○澁谷情報処理技術者センター長  いいえ、こちらの実施側でございます。 

○樫谷主査  受験票は、受験生が持ってくるものですか。 

○澁谷情報処理技術者センター長  受験票を途中で回収いたしまして、その人が、例えば

どういうトラブルがあって、こういう言い方をして、向こうが了諾した上で試験を続けた

とか、例えば出してはいけないものを机の上に置いたのでしまってくださいと警告したけ

れども、しまわなかったので、このままだとあなたは受験資格を剥奪されますと連れ出そ

うとしたけれども、もめるといけないで受験を続けさせたとか、そういったようなことを

書いています。 

○樫谷主査  それから、クレームの処理なんですが、このクレームの処理というのは、ク

レームが結構あるとおっしゃったんですが、どういうクレームが多いんですか。会場に関

するクレームなんですか。試験問題に関するクレームなのか、どういうクレームが多いん
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ですか。 

○澁谷情報処理技術者センター長  クレームで一番多いのは、自分が合格発表を見たのに、

自分の名前に点が付いてないということです。これはマークミスでして、受験番号をマー

クシートでマークし損なうと採点されませんということを、繰り返し、繰り返し言ってい

るんですけれども、それが非常に多いということが一つです。 

  もう一つは、実際にあった例を申し上げます。試験監督員がハイヒールをはいてこつこ

つ歩き回ってうるさかったとか、これも実例でございますが、間違ったところに案内しか

かって、正しいところに行くのに時間がかかってしまったとか、そういった類のクレーム

でございます。数から言うと受験番号のマークミスに関わるものが大変多い。あとはさま

ざまです。 

○樫谷主査  受験番号のマークミスというのは、試験のときの説明が十分されてなかった

と理解してよろしいんですか。例えば今回入札されたとしますね。その業者の説明不足と

いう理解ですか。そうではないんですか。 

○澁谷情報処理技術者センター長  大変勉強して受験した人に、非常に酷な結果になるも

のですから、これにつきましては、お手元のマニュアルにもきちんと書いていますが、マ

ニュアルでしつこいぐらい徹底しておりますし、問題用紙にも必ず受験番号についてはマ

ークしてくださいとありますし、試験が始まる前の注意事項の中にも必ずそれを入れて、

そういう点数が付かないという不幸な事態を起こさないように繰り返し言っておりますが、

これはマニュアルの問題と捉えています。 

○樫谷主査  何を言いたいかといいますと、12 月 31 日までが実施期間ですね。そうする

と、どういうクレームがどう起こるかによって要員配置も違ってくるわけですね。それに

はコストがかかりますから、こういう業者さんの問題のクレームなのか、あるいはそうで

はなくて本部の問題によるクレームなのか、試験問題であれば本文にありますね。マニュ

アルが問題であれば本部ですね。ただ、マニュアルどおりやってなかったということにな

ると、業者さんのクレーム、その辺であまり拘束することになって、理解がわからない部

分について拘束することになってコスト高になったりすることはないわけですね。 

○澁谷情報処理技術者センター長  高度試験の試験発表も、10 月試験につきましては 12

月上旬ですので、そこまでには最終的に形が付いて合格発表するスケジュールになってお

りますので、12 月末であれば基本的に問題はないと考えます。 

○樫谷主査  あと委託費の増減の話で、ペナルティーについて少し書いてある。要するに、

状況によっては払わないみたいなことが書いてありましたね。試験者数とコストとの関係

はあるのか。例えば高松は 3,000 人とおっしゃったけれども、2,000 人しか来なかったと

いったときに、やはり業者さんのコストは下がるんですか。 

○澁谷情報処理技術者センター長  予定された人よりも応募者が少ないことがわかると、

締め切りは２月の後半でありますと、まだ実質２か月弱あるわけです。それによって教室

の１～５を借りますというのを、４、５は要らないということになると、４、５を使用し
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ないことによる減額に応じてくれる。そこを縮小しませんと、費用も伸びたままになりま

すものですから、使わない教室についてはお金を取らないで済むような交渉をしておりま

す。 

○樫谷主査  それは機構がやるのはいいと思うんですが、今度入札でやったときに、３年

間やって 3,000 人、4,000 人、5,000 人と増えるのか。3,000 人、2,000 人、1,000 人と、

こんなに極端に減るかどうかは別として、いずれにしても、３年間は読まないといけない

わけですね。そのときに、試験者数とコストはスライドするはずですね。ということは、

民間の人はもし定額でもらうのであれば、受験者数が減った方がうれしいわけですね。そ

の辺はどういう整理の仕方をされているのか。 

○樋口参事  そこにつきましては、おっしゃるとおりでございまして、私どもにとっては、

必ずしも喜ばしい事態ではありません。ただ、当初設定した額を、基本的にはお支払いす

ることとしております。ただ、先ほど御説明申し上げましたように、協議条項がございま

して、特に制度変更によります減少は大きいと思いますので、その場合には協議をさせて

いただく。このように激変緩和措置も設けさせていただくというふうに考えてございます。 

○樫谷主査  高松は大体 3,000 人、沖縄は 3,500 人、ここ数年間はずっとこのぐらいの推

移ですか。 

○武企画グループ主幹  企画グループの武と申します。よろしくお願いいたします。沖縄

の方は、大体安定的に 3,500 前後の応募者数で推移しておりますが、高松については、全

国平均で８％前後毎年減っているのですが、それに沿った形で基本的には減っております。 

  以上です。 

○樫谷主査  全国でこうなっていますと、あるいは過去はこうなっていますという情報は

開示して、それを踏まえて業者は、このとおり減るのか、若干増えるかもわからないとい

うリスクを読みながらやるということになるわけですね。 

○樋口参事  さようでございます。その予見性につきましては、ＵＲＬで過去の県ごとの

トレンドなどを開示してございますので、それをご覧いただいて判断いただくということ

です。 

○樫谷主査  だけれども、何となく減った方がうれしいというのは納得いかないような気

がしますが、わかりました。 

  小林先生、どうぞ。 

○小林副主査  先ほど苦情の中で、マーク忘れで合否の対象にならないとおっしゃったじ

ゃないですか。そのパーセンテージは把握なさっているんですか。 

○武企画グループ主幹  お答えします。大体１回の試験当たりで、受験者数の 1.5％前後、

数でいいますと、全国で 3,000 件の問い合わせが本部の方に集まります。 

○小林副主査  だとすると、私の大学だと、もっと高い受験料を取っていますので、そう

いうのは監督員がマーク忘れがないかどうかチェックするんです。だとすると、マーク忘

れによる合否判定ができなかったというのは、指標にはならないんですか。 
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○武企画グループ主幹  このマークミスに対する対応ですけれども、全国で１回の試験で

20 万以上の受験者の方が受験されている状況の中で、私どもとしましては、マニュアルに

基づいた現地試験会場における説明を徹底することによって、マークミスに対する注意喚

起は行っています。仮に、個々の試験監督員の方が、個々にすべての試験室において、一

つひとつチェックするという業務フローをマニュアルに設けてしまいますと、今度は

1.5％、3,000 件が、仮にそれで 2,500 件、あるいは 2,000 件に減ったとしても、その 2,000

件発生したマークミスに対する説明責任は相当程度ＩＰＡの側、ないしは実際に現場で試

験監督をされた監督員の方が負う要素が強くなってくるのではないかと。私どもとしまし

ては、ある教室では優秀な監督員の方がいらっしゃったから、マークミスについて注意を

してマークミスがなくなっている。ある試験室では、普通の標準的な能力を持っている試

験監督員の方がいらっしゃるから、そこでは標準的なマークミスが発生しているという状

況は公正な受験環境を提供し得てないのではないかと考えております。 

  したがって、マニュアルに基づいて注意喚起はするのですが、マークミスそのものにつ

きましては、最終的に受験生の方に責任を負っていただくという対応をしておりますので、

実際マークミスの多い、少ないを、民間実施事業者の方の提供してきたサービスの質の優

劣という形で評価しないと考えております。 

○澁谷情報処理技術者センター長  例えば今お手元にお配りしております、監督員マニュ

アルですと、３ページに重要注意事項の（６）というのがあって、これは当日の朝に徹底

することにしているのですが、これは過去に何度もあって、答案用紙の方も大きな字でマ

ークを忘れないでください。正しくマークしてくださいといったようなことを、考えられ

る、あらゆるところに注意喚起をした上で、これだけ注意喚起しているのにマークミスを

することに対する扱いは、どちらかに統一しなければいけないものですから、これは私ど

もは採点しないということで統一しております。 

○樫谷主査  大学と違って大人が受験するんだからということですね。わかりました。 

  よろしいでしょうか。またほかにもあるかもわかりませんが、とりあえず時間となりま

したので、情報処理技術者試験の実施要項（案）についての審議は、次回も引き続き行う

こととしたいと思います。 

  なお、本日質問することができなかった事項や確認したい事項がありましたら、事務局

までお寄せいただけたらと思います。お寄せいただいた質問などは、事務局でとりまとめ

を行った上で機構に送りまして、次回の審議において回答していただくことになると思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

  事務局から何か補足事項はありますでしょうか。どうぞ。 

○事務局  実施要項の事前の案の公表についてなんですけれども、平成 18 年度の実施要項

（案）に関しましては、一通りの審議が終わったところで案の公表ということで、パブリ

ックコメント的な公表をして、皆さんから意見をいただいたりしていたんですが、今回の

やり方につきましては、そういった一度審議を終わった後に、また一定の期間をかけて案
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を公表しているということで、時間がもったいないのではないかということもございまし

て、今回、ＩＰＡさん、あるいは今後の社保庁さんの実施要項に関しましては、審議の途

中で案を公表するというやり方を試行的にやらせていただきたいと考えております。 

  今回のＩＰＡさんの実施要項に関しましては、情報の開示の部分がまだ御審議いただい

ておりませんので、これにつきましては、至急事務局とＩＰＡさんの方で協議をさせてい

ただいて、その提出されたものについて持ち回りで委員の皆様に御説明させていただいて、

早い段階でこういう公開の場で御審議いただくということにしたいと思いますけれども、

持ち回りで御了解いただきましたら、今日いただきました内容で修正点があれば、そうい

ったものも修正をして、実施要項の案の事前公表ということをやらせていただきたいと思

っております。 

  これをやることによりまして、そういった案を公表して民間事業者さん、あるいは国民

の皆さんから寄せられた意見につきましては、この委員会の場でも御説明いただいて、そ

れに対する対応につきましては、機構さんの方で説明していただいて、審議の中でも御紹

介いただくという形で審議を進めてまいりたいと思っております。 

  こういったやり方で、今回につきましては対応させていただきたいと思っておりますの

で、それについて御確認をさせていただきたいと思います。 

○樫谷主査  いかがでしょうか。その方向でよろしゅうございますか。 

（「はい」と声あり） 

○樫谷主査  それでは、そういうことで、案の事前公表については、案の事前公表につい

ては、今、御説明いただいた方向でお願いしたいということであります。 

  次回の開催につきましては、別途事務局で調整の上、改めて連絡いたします。 

  それでは、本日はありがとうございました。 

 


